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整理番号

￥

⑤地域内最小面積

⑦

運用益損失率

⑤

補償年数

消費税率
（a)

※１　住宅用以外は消費税等の課税対象であるため、消費税等課税対象額を計上する。
※２

※３　　補償の要否は「埼玉県の公共事業の施行に伴う損失の補償等に関する消費税及び地方消費税
の取扱いについて」の別添－５、－６の判定フローを参照すること。

　返還されない一時金（礼金、権利金等）は、消費税等課税対象となるが、返還される一時金（敷
金等）は消費税等課税対象ではない。
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借家人に対する補償額算定書
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補償額（D）
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※１、３
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